
 

 

小郡市自殺対策計画(案) 

 

 

 

 

 

 

 
平成３１年３月 

福岡県 小郡市 

 



小郡市自殺対策計画 目次 

 

 第１章 計画策定の趣旨等 

     １ 計画策定の趣旨 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

     ２ 計画の位置づけ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

     ３ 計画の推進期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

 第２章 小郡市の自殺の特徴 

     １ 統計から見る小郡市の自殺の現状 ・・・・・・・・・・ ２ 

     ２ 自殺の危機経路 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 

 第３章 計画の基本的な考え方 

     １ 自殺対策の基本理念 ・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

     ２ 自殺対策の基本認識 ・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

     ３ 自殺対策の基本方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

     ４ 数値目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 

 第４章 自殺対策の具体的取組 

     １ 自殺予防の理解促進 ・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

     ２ 相談・支援体制の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

     ３ 生きることの促進要因への支援 ・・・・・・・・・・・１６ 

     ４ こころの健康づくりの推進 ・・・・・・・・・・・・・１８ 

 

 第５章 参考資料 

     １ 自殺対策基本法（平成２８年４月改正） ・・・・・・・１９ 

     ２ 自殺総合対策大綱（概要）（平成２９年７月閣議決定） ・２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

第１章 計画策定の趣旨等 

 

１ 計画策定の趣旨 

 自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上

の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などのさ

まざまな社会的要因があります。我が国の自殺者数は、平成１０年以降、１４

年連続で年間３万人を超えていました。平成１８年に国が策定した自殺対策基

本法が施行されて以降、「個人の問題」と認識されがちであった自殺は広く

「社会の問題」と認識されるようになり、国を挙げて自殺対策が総合的に推進

された結果、自殺者の年次推移は減少傾向となったものの、依然として２万人

を超える水準となっています。 

 そこで、平成２８年４月、自殺対策基本法が改正され、全ての自治体に自殺

対策計画の策定が義務付けられ、地域レベルでの自殺対策をさらに推進するこ

ととされました。 

 このため、本市においても自殺対策計画を策定し、「生きることの包括的な

支援」として、地域全体で自殺対策に取り組み、「誰も自殺に追い込まれるこ

とのない小郡市」の実現を目指します。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

 本計画は、自殺対策基本法第１３条第２項に定める「市町村地域自殺対策計

画」であり、国の自殺対策基本法の基本理念や「自殺総合対策大綱」の基本理

念や基本方針を踏まえて策定します。 

 

 

３ 計画の推進期間 

 国の自殺総合対策大綱がおおむね５年を目途に見直しが行われることを踏ま

え、本計画の推進期間は平成３１年度から平成３５年度までの５年間としま

す。 
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第２章 小郡市の自殺の特徴 

 

１ 統計から見る小郡市の自殺の現状 

 自殺者数に関連する統計として主に用いられるものとして、厚生労働省「人

口動態統計」と警察庁「自殺統計」が挙げられます。 

 厚生労働省「人口動態統計」は、日本における日本人を対象都市、住所地を

基にした統計である一方、警察庁「自殺統計」は、総人口（外国人を含む）を

対象とし、発見地及び住居地を基にしています。 

 

（１）自殺者数の推移 

小郡市の年間自殺者数は、平成２５年から平成２９年までの５年間の平均は

１０人で、年による増減はありますが、概ね横ばいの状況となっています。 

 

〇自殺者数の推移（住居地） 

 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 

全国 27,283 25,427 24,025 21,897 21,321 

福岡県 1,124 1,081 954 873 877 

小郡市 8 12 11 9 10 

出典：警察庁「自殺統計」 

 

小郡市における自殺者数の推移（平成１１年から平成２９年） 
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（２）男女・年齢別自殺者数 

 平成２５年から平成２９年までの小郡市における自殺者について、性別・

年齢階級別でみると、６０歳代男性、４０歳代男性、５０歳代男性の順で多

くなっています。また、６０歳代の割合が、全国に比べると男女ともに多く

なっています。 

 

 

〇小郡市における自殺者の男女・年齢別集計 

年齢

区分 

20歳

未満 
20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-79 

80歳

以上 

男性 0 5 5 7 6 9 2 4 

女性 0 1 0 2 3 4 0 2 

合計 0 6 5 9 9 13 2 6 

出典：警察庁「自殺統計」 

 

 

〇小郡市における自殺者の男女・年齢別割合 
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（３）自殺死亡率の推移 

 人口１０万人あたりの自殺者数を自殺死亡率といいます。小郡市の自殺死亡

率は、平成２６年に急上昇したものの、低下傾向にあり、福岡県、全国の自殺

死亡率と比べても概ね下回っています。 

 

 

〇自殺死亡率の推移 

 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 

全国 21.1 19.6 18.6 16.9 16.5 

福岡県 22.0 21.1 18.6 17.0 17.1 

小郡市 13.5 20.1 18.5 15.2 16.8 

出典：警察庁「自殺統計」 
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（４）有職者・無職者の割合 

 平成２５年～平成２９年に自殺で亡くなった５０人のうち、自営業・家族従

事者、年金等生活者がそれぞれ１８％と最も多く、次に被雇用者・勤め人の順

となっています。また、有職者・無職者の割合をみると、６６％が無職者であ

り、無職者の割合が高くなっています。 

 

〇自殺者における有職・無職およびその内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 
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  人数 合計 

有職者 自営業・家族従事者 ９ １７ 

被雇用者・勤め人 ８ 

無職者 主婦 ７ ３３ 

失業者 ６ 

年金等生活者 ９ 

その他無職 １１ 

□有職 34% 

■無職 66% 
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（５）同居人の有無 

 同居人の有無別でみると、平成２５年～平成２９年に自殺で亡くなった５０

人のうち、同居人がいる人の割合が８０％でした。 

 

〇自殺者における同居人の有無 

 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 
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（６）小郡市におけるリスクが高い対象群 

 小郡市における自殺者の平成２５年～平成２９年の５年間の累計について、

性別・年齢・職業・同居人の有無による自殺者数や自殺死亡率を比較すると、

自殺者が最も多い区分が「男性・６０歳以上・無職・同居」であり、次いで

「男性・２０～３９歳・無職・同居」と「女性・６０歳以上・無職・同居」と

続きます。 

 

〇小郡市における高リスク対象群 

上位５区分* 
自殺者数

５年計 
割合 

自殺死亡率 

(10万対)** 

背景にある主な自殺の危機経路の例

*** 

男性 60歳以

上無職同居 
7人 14.0% 30.6人 

失業（退職）→生活苦＋介護の悩み

（疲れ）＋身体疾患→自殺 

男性 20～39

歳無職同居 
6人 12.0% 111.7人 

①【30代その他無職】ひきこもり＋

家族間の不和→孤立→自殺／②【20

代学生】就職失敗→将来悲観→うつ

状態→自殺 

女性 60歳以

上無職同居 
6人 12.0% 16.6人 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

男性 60歳以

上有職同居 
5人 10.0% 37.2人 

①【労働者】身体疾患＋介護疲れ→

アルコール依存→うつ状態→自殺／

②【自営業者】事業不振→借金＋介

護疲れ→うつ状態→自殺 

男性 40～59

歳有職同居 
5人 10.0% 16.1人 

配置転換→過労→職場の人間関係の

悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

*順位は自殺者数の多さにもとづき、自殺者数が同数の場合は自殺率の高い順とした。 

**自殺死亡率の母数（人口）は平成２７年国勢調査を基に自殺総合対策推進センターに

て推計した。 

***「背景にある主な自殺の危機経路の例」は自殺実態白書２０１３（ライフリンク）

を参考に、危機経路を類型的に例示した。 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 
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（７）自殺未遂歴の状況 

 小郡市では、平成２５年～平成２９年の５年間の自殺者のうち、自殺未遂歴

のあった者の割合は２８．０％であり、全国の１９．７％と比べて、かなり高

くなっています。これは自殺で亡くなった市民の約３人に１人が、亡くなる前

に自殺未遂を経験していたということであり、一般的に自殺対策のうえでハイ

リスクの対象とされる未遂者が、小郡市においては、よりリスクの高い状態に

あることを示しています。 

 

 

〇自殺者における自殺未遂歴の有無 

自殺未遂歴 あり なし 不詳 

全国 233,391(19.7%) 72,478(61.0%) 23,026(19.4%) 

福岡県 999(20.4%) 2,715(55.3%) 1,195(24.3%) 

小郡市 14(28.0%) 27(54.0%) 9(18.0%) 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 
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（８）原因・動機別自殺者数と原因・動機別割合 

 小郡市の自殺者の原因・動機について、警察庁「自殺統計」（３つまで複数

計上可）によると、平成２５年～平成２９年の５年間の累計で、多い順に健康

問題の２３件（３４．３％）、次いで家庭問題と原因不詳が各１２件（１７．

９％）、勤務問題の１１件（１６．４％）等と続きます。 

 この原因・動機を全国や福岡県と比較してみると、健康問題が最も高い割合

であるのは共通しますが、家庭問題と勤務問題の割合が高くなっています。 

 

〇原因・動機別自殺者数 

 家庭 健康 勤務 経済・

生活 

男女 学校 その他 不詳 

全国 17,731 60,537 10,678 19,848 4,120 1,779 6,475 30,464 

福岡県 740 2,285 767 343 195 64 248 794 

小郡市 12 23 11 6 2 0 1 12 

※原因・動機を最大３つまで計上可能としているため、原因・動機別人数と実

人数は一致しない。 

出典：警察庁「自殺統計」 
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２ 自殺の危機経路 

自殺に至る原因や動機については、様々な要因が複合的に絡み合っていると

言われています。自殺の原因を単独のものとして比較することは、自殺の実態

について誤解を生じかねず、適当とは言えません。 

ＮＰＯ法人自殺対策支援センターライフリンクが行った「自殺実態１０００

人調査」では、「自殺の危機経路」と以下の図のように示しています。この図

中の円の大きさは自殺要因の発生頻度を表しており、大きいほど要因の頻度が

高いことを示します。また、矢印の太さは各要因間の因果関係の強さを表して

います。 

この図からは、直接的な要因としては「うつ状態」が最も多いものの、その

状態に至るまでには複数の要因が存在し、連鎖していることが分かります。 

この調査では、自殺に至るまでに平均で４つの要因を抱えていることが明ら

かとなっています。 

自殺の危機経路図 

出典：自殺実態白書２０１３（ＮＰＯ法人自殺対策支援センターライフリンク発行） 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 自殺対策の基本理念 

自殺総合対策大綱では、自殺対策の本質が生きることの支援であることを改

めて確認し、「いのち支える自殺対策」という理念を前面に打ち出し、「誰も自

殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指すとしています。 

小郡市においても「誰も自殺に追い込まれることのない小郡市を目指して」

を基本理念とし、関係機関・団体との連携を図りながら、自殺対策を推進して

いきます。 

 

 

２ 自殺対策の基本認識 

 小郡市における自殺対策においては、小郡市の自殺の現状を踏まえ、次のよう

な基本認識に基づいて取り組みます。 

 

（１）自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護

疲れ、いじめや孤立など様々な社会的要因があります。 

このような様々な悩みにより心理的に追い詰められた結果、抑うつ状態にあ

ったり、うつ病、アルコール依存症等の精神疾患を発症したり、正常な判断を行

うことができない状態となっていることが明らかになっています。 

このように、個人の自由な意思や選択の結果ではなく、「自殺は、その多くが

追い込まれた末の死」であることを認識する必要があります。 

 

（２）自殺は防ぐことができる 

自殺の背景にある様々な要因のうち、失業や倒産、多重債務、長時間労働など

の社会的要因については、相談・支援体制の整備・充実という社会的な取組によ

り自殺を防ぐことができます。 

また、自殺に至る前のうつ病、アルコール依存症、統合失調症等の精神疾患に

ついては、早期発見と早期治療につなげることにより、多くの自殺を防ぐことが

できるということを認識する必要があります。 
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（３）自殺を考えている人は、悩みながらもサインを発している 

たとえ自殺を考えていても、その意志が固まっている人は稀であり、多くの場

合、心の中では「生きたい」という気持ちとの間で、死の瞬間まで激しく揺れ動

き、不眠や原因不明の体調不良など、自殺の危険を示すサインを発していること

が多いとされています。このようなサインに周囲の人が気付くことが、自殺予防

につながることを認識する必要があります。 

 

 

出典：内閣府「自殺対策白書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺のサイン（自殺予防の十箇条） 

 

次のようなサインを数多く認める場合は、自殺の危険が迫っています。 

 

１ うつ病の症状に気をつけよう（気分が沈む、自分を責める、仕事の能

率が落ちる、決断できない、不眠が続く） 

２ 原因不明の体の不調が長引く 

３ 酒量が増す 

４ 安全や健康が保てない 

５ 仕事の負担が急に増える、大きな失敗をする、職を失う 

６ 職場や家庭でサポートが得られない 

７ 本人にとって価値のあるもの（職、地位、家族、財産）を失う 

８ 重症の身体の病気にかかる 

９ 自殺を口にする 

10 自殺未遂におよぶ 



13 

 

３ 自殺対策の基本方針 

 基本理念を実現するための基本方針として、次の４点を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 数値目標 

  

自殺総合対策大綱における国の数値目標は、２０２６年までに自殺死亡率を

２０１５年（平成２７年）の１８．５人と比べて、３０％以上減少させる（１

３．０人以下にする）ことを目標としています。また、国の目標に準じて、福

岡県の自殺対策計画では２０２２年までに自殺死亡率を２０１６年（平成２８

年）の１６．３人と比べて、１９％以上減の１４．４人以下を目標としていま

す。 

小郡市でも、福岡県の目標に準じて、２０１７（平成２９年）の自殺死亡率

１６．８人を、２０２３年までに１９％以上減の１４．９人以下にすることを

目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 自殺予防の理解促進 

２ 相談、支援の充実 

３ 生きることの促進要因への支援 

４ こころの健康づくりの推進 

小郡市の数値目標 

   ２０１７年     ２０２３年 

自殺死亡率  １８．５人  ⇒ １４．９人以下に！ 

（１９％以上⇘） 
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第４章 自殺対策の具体的取組 

 

１ 自殺予防の理解促進 

 自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る」ことですが、危機

に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景へ

の理解を深めることも含めて、危機に陥った場合には、誰かに援助を求めるこ

とが適切であるということが社会全体の共通認識となるよう、積極的に普及啓

発を行う必要があります。 

現在、小郡市では自殺予防につながる窓口が多数ありますが、認知度は高い

とは言えない状況にあります。今後、各相談窓口の周知に努めるとともに、自

殺予防週間や自殺対策強化月間に普及啓発を行い、自殺予防のための情報提供

や普及啓発を進めます。 

 

事業名 取組 担当課 

自殺予防週間・自殺

対策強化月間の実施 

９月の自殺予防週間や、３月の自殺対策

強化月間に、広報やポスターを通じて、

普及啓発を実施します。 

福祉課 

相談の受け皿の周知

徹底 

広報やホームページを通じて、相談窓口

や相談場所の周知を図ります。 

庁内関係課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 

 

２ 相談・支援体制の充実 

 自殺対策では、悩んでいる人に寄り添い、関わりを通じて「孤立・孤独」を

防ぎ、支援することが重要です。現在、小郡市では様々な相談窓口を設置して

います。今後も、これらの相談窓口の周知向上と利用促進に努めます。 

 

事業名 取組 担当課 

心配ごと相談 弁護士・心配ごと相談員が、家庭や職場

などでの心配ごとや、悩みについての相

談に応じます。 

小郡市社会福

祉協議会 

障がい者総合相談 障がいのある人、保護者、介護者からの

相談に応じ、必要な情報提供や、権利擁

護のため必要な援助を行います。 

福祉課 

子ども専用メール

「あのね」 

１８歳までの子どもの相談について、家

族に知らせることなく、メールでやりと

りができます。 

子育て支援課 

子ども総合相談セ

ンター 

子育ての相談に関する総合窓口です。妊

娠期から継続的な子育て支援に取り組み

ます。 

子育て支援課 

母子・父子・寡婦

相談 

ひとり親家庭の悩み、児童の修学資金な

どの相談窓口です。匿名での相談も可能

です。 

子育て支援課 

消費生活相談 商品売買の契約、多重債務など、消費生

活についての相談について、専門相談員

が解決に向けたお手伝いをします。 

商工・企業立

地課 

高齢者総合相談 高齢者に関する悩み、不安の相談を実施

します。 

地域包括支援

センター 

小郡市在宅介護支

援センター 

高齢者の在宅介護などに関する相談を受

け、情報提供や関係機関との連絡調整を

行います。また、民生委員・児童委員や

地域の方々と連携を図りながら、日常生

活の支援が必要な高齢者に対して訪問な

ども行います。 

弥生園在宅介

護支援センタ

ー 

しらさぎ苑在

宅介護支援セ

ンター 

人権相談 人権擁護委員が、人権についてお困りの

方の相談に応じます。 

人権・同和対

策課 

あすてらす健康相

談 

保健師や管理栄養士が、心や身体の健

康、栄養に関する相談を行います。 

健康課 
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３ 生きることの促進要因への支援 

 自殺対策は、個人においても社会においても、「生きることの阻害要因」を

減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を増やす取組を行うことが必

要です。そのため、さまざまな分野において「生きることの促進要因への支

援」を推進していきます。 

 

（１）妊産婦・子育てをしている保護者への支援 

国の妊産婦の死因の１位は自殺で、現在深刻な問題となっています。原因   

は産後うつ、育児のストレスなどが関係しています。小郡市では妊婦・産婦・

子育てをしている保護者に対して、今後とも支援の充実を図り、自殺のリスク

低下に努めます。 

  

事業名 取組 担当課 

妊産婦家庭訪問 

新生児家庭訪問 

訪問指導員が対象の妊婦さん、新生児を

訪問し、相談などに応じます。 

健康課 

産後ケア事業 生後４か月未満の赤ちゃんとお母さんを

対象に、産婦人科や助産所でお母さんに

ゆっくりしてもらいながら、ケアや相談

をお受けします。 

健康課 

子育て支援拠点事業 子育て中の親子の交流などを促進し、子

育て中の親の孤独感や不安解消を図りま

す。 

子育て支援

課 
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（２）高齢者に対する支援 

 高齢者は身体機能、認知機能の低下や、親しい人との死別などから、引きこ

もりやうつ状態になりやすく、孤立・孤独に陥りやすい傾向にあります。高齢

者の環境の変化に応じた支援に努めます。 

 

事業名 取組 担当課 

老人クラブ活動推

進 

現在小郡市には老人クラブ連合会があり

その中に各単位老人クラブが加盟してい

ます。活動状況を紹介し、住民の理解を

図るとともに、組織の充実を支援してい

きます。 

介護保険課 

生きがい活動支援

通所サービス 

要支援・要介護認定を受けていない高齢

者の、介護予防のための通所デイサービ

スです。簡単な運動、趣味活動・給食・

入浴などを行います。 

介護保険課 

軽度生活援助事業 ひとり暮らしの高齢者、または高齢者夫

婦などが自立した生活を継続できるよう

簡易な日常生活上の援助を行います。 

介護保険課 

食の自立支援事業 心身の状況により、食事の確保が困難な

高齢者向けにお弁当を宅配します。 

介護保険課 

 

 

（３）生活困窮者に対する支援 

 生活困窮の背景として、虐待、依存症、障がい、精神疾患、介護、多重債務

など多様な問題を複合的に抱えることが多い傾向です。そのため、経済的な困

窮にとどまらず、自殺リスクの高い傾向があります。 

 

事業名 取組 担当課 

生活困窮者自立支

援相談窓口 

さまざまな理由で生活に困っている方が

一歩を踏み出すために、解決策を一緒に

考えます。また、相談内容により各種機

関と連絡調整しながら課題を整理し、支

援の方針を決めていきます。 

社会福祉協議

会 

生活保護の相談 生活保護に関する相談を受け付けていま

す。 

福祉課 
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４ こころの健康づくりの推進 

 自殺に至るまでの要因は様々ですが、地域とのつながり・こころの健康状態

の関係から、こころの健康づくりを進める必要があります。 

 

事業名 取組 担当課 

たなばた学遊倶楽部 高齢者がシニアライフを活き活きと過ご

すために、生きがいづくりや社会参加活

動について学び、それを地域で活かすた

めのボランティア活動への参加を推進し

ます。 

生涯学習課 

人権教育・啓発活動 学校や地域社会など、様々な機会や場所

を捉えて教育・啓発活動を行います。 

人権・同和

教育課 

アルコール・薬物相

談 

福岡県精神保健福祉センター相談指導課

で、精神科医師や相談員が予約制で悩ん

でいる本人やご家族の相談に応じていま

す。必要に応じて、福岡県精神保健福祉

センターや、関係機関と連携して取り組

みます。 

福岡県精神

保健福祉セ

ンター 相

談指導課 

思春期精神保健相談 

自死遺族のための法

律相談 

自死遺族の相談 

こころの悩み全般相

談 

北筑後保健福祉環境事務所で、専門医が

予約制で悩んでいる本人やご家族の相談

に応じています。必要に応じて、北筑後

保健福祉環境事務所や、関係機関と連携

して取り組みます。 

北筑後保健

福祉環境事

務所 健康

増進課 
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第５章 資料編 

 

自殺対策基本法（平成２８年４月改正） 

 

自殺対策基本法（平成十八年法律第八十五号） 

 

第一章 総則 

 

 （目的） 

 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で

推移していることにかんがみ、自殺対策に関し、基本理念を定め、及び国、地

方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事項を定

めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせ

て自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを

持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

 （基本理念） 

 

第二条 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみとらえられるべきもので

はなく、その背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組と

して実施されなければならない。 

 

２ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであるこ

とを踏まえ、単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施さ

れるようにしなければならない。 

 

３ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生し

た後又は自殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策と

して実施されなければならない。 

 

４ 自殺対策は、国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校、自殺の防止等

に関する活動を行う民間の団体その他の関係する者の相互の密接な連携の下に

実施されなければならない。 
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 （国の責務） 

 

第三条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっ

とり、自殺対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

 （地方公共団体の責務） 

 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力

しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

 （事業主の責務） 

 

第五条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するととも

に、その雇用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

 

 （国民の責務） 

 

第六条 国民は、自殺対策の重要性に対する関心と理解を深めるよう努めるも

のとする。 

 

 （名誉及び生活の平穏への配慮） 

 

第七条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの

者の親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵

害することのないようにしなければならない。 

 

 （施策の大綱） 

 

第八条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的

な自殺対策の大綱を定めなければならない。 

 

 （法制上の措置等） 

 

第九条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の

措置その他の措置を講じなければならない。 
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 （年次報告） 

 

第十条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概要及び政府が講じた

自殺対策の実施の状況に関する報告書を提出しなければならない。 

 

   第二章 基本的施策 

 

 （調査研究の推進等） 

 

第十一条 国及び地方公共団体は、自殺の防止等に関し、調査研究を推進し、

並びに情報の収集、整理、分析及び提供を行うものとする。 

 

２ 国は、前項の施策の効果的かつ効率的な実施に資するための体制の整備を

行うものとする。 

 

 （国民の理解の増進） 

 

第十二条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺の防

止等に関する国民の理解を深めるよう必要な施策を講ずるものとする。 

 

 （人材の確保等） 

 

第十三条 国及び地方公共団体は、自殺の防止等に関する人材の確保、養成及

び資質の向上に必要な施策を講ずるものとする。 

 

 （心の健康の保持に係る体制の整備） 

 

第十四条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健

康の保持に係る体制の整備に必要な施策を講ずるものとする。 

 

 （医療提供体制の整備） 

 

第十五条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることに

より自殺のおそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよ

う、精神疾患を有する者が精神保健に関して学識経験を有する医師（以下この



22 

 

条において「精神科医」という。）の診療を受けやすい環境の整備、身体の傷

害又は疾病についての診療の初期の段階における当該診療を行う医師と精神科

医との適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医との適切な連携の確

保等必要な施策を講ずるものとする。 

 

 （自殺発生回避のための体制の整備等） 

 

第十六条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見

し、相談その他の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及

び充実に必要な施策を講ずるものとする。 

 

 （自殺未遂者に対する支援） 

 

第十七条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよ

う、自殺未遂者に対する適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

 （自殺者の親族等に対する支援） 

 

第十八条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者

の親族等に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等に対する適

切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

 

 （民間団体の活動に対する支援） 

 

第十九条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止等に関する活

動を支援するために必要な施策を講ずるものとする。 

 

   第三章 自殺総合対策会議 

 

 （設置及び所掌事務） 

 

第二十条 内閣府に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」と

いう。）を置く。 

 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 
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 一 第八条の大綱の案を作成すること。 

 

 二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

 

 三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議

し、及び自殺対策の実施を推進すること。 

 

 （組織等） 

 

第二十一条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

 

２ 会長は、内閣官房長官をもって充てる。 

 

３ 委員は、内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定す

る者をもって充てる。 

 

４ 会議に、幹事を置く。 

 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政

令で定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。 
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